《入札参加資格承継願の提出方法》
入札参加資格の承継願は、ホームページ上にある書式例を参考にしてご提出ください。なお、ご提出の際は下記の事項に留意し提出してください。
①申請業務区分（「建設工事」「建設コンサルタント業務等」「物品製造等」という区分け。以下『業務区分』）のうち、どの区分でご申請されている資格の承継であるのかを明記してください。書式例を使用する場合は、標題の括弧書きの中から選び丸で囲んでください。
②申請書に承継者と被承継者の住所・商号又は名称・代表者氏名を明記し、押印をしてください。
③承継の理由を明記ください。書式例を使用する場合は１～４の選択肢の中から選んでください。語句の意味は下記参照。

　　合併：有資格者が合併により消滅し、存続会社に承継する場合。
　　相続：有資格者である個人が亡くなられ、その相続人に承継する場合。

　　新設：有資格者である個人が営業を廃止し、その営業に使用していた財産を全て提供した会社に
承継する場合。
　　譲渡：営業の全部又は一部を譲渡することで承継する場合。

④承継業種を明記ください。被承継者が有していた業種以外は承継できません。また、被承継者が有していた業種でも法令上の許可が必要な業種については、その許可等を受けていなければ承継することはできません。（許可を証する書類を添付して下さい）
⑤原因発生日を明記してください。原因発生日とその事項の商業登記簿謄本の登記日が異なる場合、原因発生日を明記ください。
⑥承継内容によって、承継願の他に各種添付書類が必要となりますので、別表１『添付書類一覧』をご覧ください。表または注記に出てくる語句の意味は下記の通りです。

・『委任先』：契約を委任された営業所又は支店

・『誓約書』：暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者に該当しない旨の誓約書
・『登録内容』：本店（営業所）における、「商号（営業所名）」「代表者（受任者）」「代表者（受任者）役職」
「所在地」
・『所在地区分』：所在地が茨城県外の場合『茨城県外』と、茨城県内かつ笠間市外の場合『茨城県内』と、

所在地が笠間市内の場合は『笠間市内』とする

・『経営審査通知書』：経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書

・『技術者証等』：建設工事に係る技術者の「技術者証」とその「雇用関係を証明する書類（任意：健康保険証もしくは源泉徴収票など）」、及び「技術者経歴書」
・『営業所一覧表』：建設業許可申請書様式第一号別紙２（１）（２）
（建設業法に基づく営業所であることを確認できるもの）
⑦「建設工事」の資格を承継する際に主観点数の評価を希望する方は、別表２『主観点数評価に係る添付書類一覧』を参照し提出ください。ただし、承継者が既に参加資格を有している業種は、評価対象となりません。
⑧業務区分のうち、２つ以上の資格をもっていて（例：建設工事と物品製造等のそれぞれの資格を持っている場合。）、それを両方とも同じ方に承継する場合でも、承継願は業務区分毎に1部ずつ提出してください。
⑨郵送でも受付をいたします。郵送による提出の際に承継願の受付印が必要な場合は、返信用ハガキもしくは返信用封筒と受付印を押印する書類を同封してください。

別表１《添付書類一覧》

	添付書類
	添　付　要　件

	合併又は営業譲渡契約書
	『合併』『譲渡』による承継の場合のみ必要。

	商業登記簿謄本
又は身分証明書
	必須。
（法人の方は商業登記簿謄本。個人の方は身分証明書【市区町村にて発行されたもの】）

	委任状
	承継者が委任先を設置する場合は必要。ただし、承継者が既に参加資格を有していて、承継前後で登録内容に変更がなければ不要。

	誓約書
	承継者が既に参加資格を有していない場合は、必要。

	納税証明書
	本店又は営業所の所在地により必要。ただし、承継者が既に参加資格を有していて、承継前後で本店及び営業所の所在地区分に変更がなければ不要。
＊別表３《納税証明書一覧》参照

	納税状況等調査同意書
	承継者が本店又は委任先を笠間市内へ設置する場合に必要。ただし、承継者が既に参加資格を有していて、承継前後で登録内容に変更がなければ不要。

	経営審査通知書
	承継者が「建設工事」の資格を承継する場合に必要。最新のものを添付すること。

ただし、承継者が既に「建設工事」の参加資格を有していて、業種を承継しない場合は不要。

	登録通知書
	承継者が「建設コンサルタント業務等」の資格を承継する場合おいて、業務内容により必要。ただし、承継者が既に「建設コンサルタント業務等」の参加資格を有していて、業種を承継しない場合は不要。

＊別表４《建設コンサルタント業務等添付書類一覧》参照

	技術者証等
	承継者が「建設工事」の資格を承継する場合において、本店又は委任先を笠間市内へ設置する場合に必要。ただし、承継者が既に「建設工事」の参加資格を有していて、承継前後で笠間市内に設置する本店又は委任先の登録内容に変更がなければ不要。

	営業所状況調書
	承継者が「建設工事（建設コンサルタント業務等）」の資格を承継する場合において、委任先を笠間市内へ設置する場合に必要。ただし、承継者が既に「建設工事（建設コンサルタント業務等）」の参加資格を有していて、承継前後で委任先の登録内容に変更がなければ不要。

	営業所一覧表
	承継者が「建設工事」の資格を承継する場合において、委任先を笠間市内へ設置する場合に必要。ただし、承継者が既に「建設工事」参加資格を有していて、承継前後で委任先の登録内容に変更がなければ不要。


＊「合併又は営業譲渡契約書」「商業登記簿謄本又は身分証明書」「経営審査通知書」「登録通知書」「技術者証等」
　　「営業所一覧表」は写しでも構いません。
別表２《主観点数評価に係る添付書類一覧》

	主観点数の
評価項目
	該当者
	必要書類

	障害者雇用
	笠間市内に
本店を有する者。
	障害者雇用状況調書（別紙様式）

	
	
	障害者に係る身体障害者手帳、療育手帳又は
精神障害者保健福祉手帳の写し

並びに常勤性を確認できる書類（社会保険証等）

	
	
	障害者雇用状況報告書の写し
（管轄公共職業安定所の確認印を受けたもの）

	ＩＳＯ
認証取得
	茨城県内に
本店を有する者。
	ＩＳＯ９００１認証取得に係る登録証及び付属書の写し


別表３《納税証明書一覧》
	該当者
	税種
	法人の方
	個人の方

	必須
	国税
	法人税、消費税及び地方消費税の
納税証明書

発行：税務署
様式：その３の３
	所得税、消費税及び地方消費税の
納税証明書

発行：税務署

様式：その３の２

	本店又は営業所の
所在地区分が
『茨城県内』の方
	県税
	すべての税目の
納税証明書

発行：茨城県税事務所

様式：第４０号の４（イ）
	すべての税目の
納税証明書

発行：茨城県税事務所

様式：第４０号の４（イ）

	本店又は営業所の
所在地区分が

『笠間市内』の方
	市税
	法人市民税・固定資産税・軽自動車税の
納税証明書

発行：笠間市役所税務課
様式：未納の無い証明書
	市県民税・固定資産税・軽自動車税・
国民健康保険税の納税証明書

発行：笠間市役所税務課

様式：未納の無い証明書


＊注１　上記のうち2項目以上に該当する場合は、それぞれの納税証明書を提出してください。

〈例〉本店が茨城県内にあり、営業所等が笠間市内にある場合は、国税・県税・市税の納税証明書が必要。
＊注２　営業所及び支店が契約を委任されていなくても、所在地に基づいた納税証明書は必要です。

＊注３　本店又は営業所等が未だ決算をむかえていない場合は納税証明書に替えて、本店又は営業所等を設置した事実が確認できる書類を提出してください。
＊注４　納税証明書は、証明年月日が承継願提出日より３ヶ月以内に発行されたものに限ります。
別表４《建設コンサルタント業務等添付書類一覧》

	承継業務内容
	必要な登録通知書

	測量業務
	測量法第５５条第１項の規定による登録を証する通知書。

	建築関係コンサルタント業務
	建築士法第２３条第１項の規定による登録を証する通知書

	土地家屋調査業務
	土地家屋調査士法第８条の規定による登録を証する通知書

	不動産鑑定評価業務
	不動産の鑑定評価に関する法律第２２条の規定による登録を証する通知書

	計量証明業務
	計量法第１０７条の規定による登録を証する通知書

	司法書士業務
	司法書士法第８条の規定による登録を証する通知書

	その他
	不要


